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＜就職支援経費の支払額＞ 

受講者数×就職支援経費×対象月数 
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参考：職業能力開発促進法第３０条の２の第２項に該当する者とは次の者（職業訓練指導員免許を受けた者及び職

業訓練指導員試験において学科試験のうち指導方法に合格した者以外の者にあっては、職業能力開発促進法施

行規則第３９条第１号の厚生労働大臣が指定する講習を修了した者に限る）を言う。 

○訓練に係る教科に関し、応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後一年以上の実務経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その後三年以上の実務経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、大学（短期大学を除く）を卒業した者で、その後四年以上の実務の経験を有するもの。 

○訓練に係る教科に関し、短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後五年以上の実務の経験を有するもの 

○訓練に係る教科に関し、職業能力開発促進法施行規則第４６条の規定により職業訓練指導員試験の免除を受ける

ことができる者（一級の技能検定又は単一等級の技能検定に合格した者等） 
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